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●消費税の納税義務者となる方は？
平成15年分の課税売上高が、1,000万円を超える個人事業者

の方は、平成17年分において消費税の申告と納税が必要とな
り、課税事業者となります。
●届出書の提出がお済でない方は速やかに！
新たに課税事業者となる方は、「消費税課税事業者届出書」

を提出する必要がありますので、届出書を未提出の方は、所
管の税務署に速やかに提出してください。
●課税事業者は日々の記帳を適切に！
課税事業者は、帳簿を備え付け、取引の内容等を整然と、

かつ、明瞭に記載し、これを７年間保存しなければなりません。
平成17年分消費税の申告・納付は平成18年３月31日までに

行うこととなりますが、申告・納付すべき消費税を正しく計
算するため、日々の取引の状況を適切に記帳しましょう。
●ご注意！
★原則課税を適用している事業者（簡易課税制度を適用して
いない事業者）は、課税仕入れ等に関する帳簿と請求書等
の両方を保存する必要があります。帳簿と請求書等の両方
の保存がない場合、仕入税額控除の適用を受けることがで
きません。

★簡易課税制度を適用している事業者で、２種類以上の事業
を営む事業者は、課税売上高を事業の種類ごとに帳簿等で
区分しておく必要があります。

●届出書の用紙はどこにあるの？
届出書等の用紙は、最寄の税務署に備え付けています。
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